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論 文 内 容 の 要 旨 
 
うつ病は、日本においてよく知られた精神疾患の 1 つであり、学業や就業の妨げになる
という点で社会的問題でもある。うつ病に関する年間医療費は、精神疾患のなかでは統合
失調症に次いで多く、3000 億円を超えており、社会的コストが大きいが、うつ病が与える
社会的損失は統合失調症や不安症よりも高く、3 兆円以上にのぼるとも推定されている（厚
生労働省, 2010）。子どものうつについては、多くの子どもが抱える可能性を有する精神健
康上の問題のひとつである。子どもが抑うつ症状をもつことは、対人関係の問題や学業不
振につながる可能性が高く、日常生活における子どもの活動に支障をきたすことになる。
子どもの抑うつ症状が高まることを防ぐためには、認知行動療法的技法を用いた学校ベー
スの抑うつ予防プログラムが有効であるとされている。しかしながら、学校において、す
べての子どもを対象とするユニバーサルタイプの抑うつ予防プログラムの有効性について
は、十分に示されているとはいえない。そこで、本論文においては、先行研究を参考に学
校ベースのユニバーサル抑うつ予防プログラムを構成し、これを実施することにより、予
防プログラムの有効性を確認することを目的としている。 
本論文は、以上の問題意識をふまえて、7 章から構成されている。この中には、先行研
究をレビューし、長期的予防効果を検討したメタ分析（研究Ⅰ）、予防プログラムの実施に
先立ち、ユニバーサルプログラムの対象となる一般児童の抑うつ症状の発達的変化（研究
Ⅱ）や社会的スキルと自動思考が抑うつ症状に与える影響（研究Ⅲ）の検討、学校ベース
のユニバーサル抑うつ予防プログラムの効果の検討（研究Ⅳ・Ⅴ）、予防プログラムの作用
メカニズムを説明する要因についての検討（研究Ⅵ）という 6 つの研究が含まれている。 
まず、第１章「子どもの抑うつ」においては、文献レビューによって、子どもの抑うつ
症状の特徴や問題性を整理し、認知行動療法を中心に子どもの抑うつ症状に対する心理療
法および抑うつ予防プログラムを概観している。メンタルヘルス予防のレベルとして、①
診断されている子どもを対象とする「治療」、②症状のある子どもが対象とする「インディ
ケイティッド」レベル、③リスク状態にある子どもを対象とする「セレクティブ」レベル、
④すべての子どもを対象とする「ユニバーサル」レベルの 4 つを検討し、ターゲットタイ
プである①～③ではなく、スクリーニングを必要としない「ユニバーサル」レベルの予防
の必要性を解いている。また、抑うつ予防プログラムの長期的予防効果については、メタ
分析による検討を行い（研究Ⅰ）、学校ベースのユニバーサル抑うつ予防プログラムの効果
は十分ではないこと、維持効果についても不十分である可能性を見いだすとともに、プロ
グラムで生じた抑うつ低減効果を引き起こす認知行動的要因を特定する必要性を指摘し、
対人関係療法や認知行動療法的アプローチにおいて効果を持つことが予測される構成要素
を探っている。  
第２章「本研究の目的および意義」では、第１章で示された問題意識と文献レビューに
基づき、本研究の目的と意義について詳述している。具体的には、①ユニバーサル抑うつ
予防プログラムの対象となる一般児童の抑うつ症状の発達的変化をとらえる、②介入効果
が示されているユニバーサル抑うつ予防プログラムを構成する要素と抑うつ症状の自然経
過における変化との因果関係を検討する、③ユニバーサル抑うつ予防プログラムの維持効
果を追跡調査する、④ユニバーサル抑うつ予防プログラムがもたらす抑うつ低減効果とプ
ログラムの構成要素の作用メカニズムを明らかにする、という 4 つの研究課題を通して、
学校ベースのユニバーサル抑うつ予防プログラムの予防効果を高める可能性を探ることが
目的とされている。 
第３章「子どもの抑うつ症状の発達的変化」においては、小学校 6 年生 113 名を対象と
し、DSRS（Depression Self-Rating Scale for Children）を用いて、6 月・11 月・2 月と
翌年の中学校進学後の 7 月（Time1～4）の 4 回にわたって測定を実施し、縦断的調査に
よって抑うつ症状の発達的変化を検討している（研究Ⅱ）。潜在成長曲線モデルによる分析
の結果、抑うつ症状の初期状態が高い児童は、6 年生の時期（Time2・3）には症状が和ら
ぐものの、中学 1 年生になると高い状態に戻り、その経過はＵ字型を描くこと、一方、初
期状態が低い児童は、抑うつ症状が微増しつつ、中学 1 年生が最も高い状態になり、直線
型に推移することが示された。 
第４章「学校ベースの抑うつ予防プログラムにおける認知行動的背景」では、小学校 4
年生 52 名、5 年生 44 名、6 年生 57 名を対象とし、DSRS、目標スキルの児童自己評定尺
度、児童用自動思考尺度を用いて、社会的スキルと自動思考が抑うつ症状へ与える影響を
縦断的に検討している（研究Ⅲ）。調査は同一年度の 1 月・2 月・3 月（Time1～3）の 3
時点で実施されている。ここでも潜在成長曲線モデルを用いた分析を行い、とりあげた認
知行動的要因としての社会的スキルと自動思考は抑うつ症状の自然経過による変化に影響
しており、特に社会的スキルでは「仲間への入り方・仲間の誘い方」に関するスキル、ま
た自動思考では「絶望的思考」「サポートへの期待」「将来への期待」が影響することを明
らかにしている。 
第５章「学校ベースのユニバーサル抑うつ予防プログラムの効果」では、2 つの研究を
通して、予防プログラムの効果を検討している。1 つ目の研究は、小学 4 年生 40 名を対象
としている。7 回のセッション（1 回は 45 分）からなる予防プログラムを 7 月から 10 月
にかけて実施し、介入前（7 月）・介入後（10 月）および約 10 カ月後にも測定を行い、プ
ログラム終了時だけでなく、持続的効果を検討している（研究Ⅳ）。主要効果指標として、
DSRS と CDI（Children’s Depression Inventory）、また副次効果指標として 3 つの尺度
が用いられている。混合モデルによる分散分析の結果、介入直後の効果だけでなく、進級
を超えた 5 年生の段階でも効果が維持されることが示されている。2 つめの研究は、同じ
プログラムを用いて、小学 6 年生 53 名（介入群）と 105 名（統制群）を対象に行われ、
抑うつ症状の初期状態が低かった児童は、統制群に比べて、介入直後および中学 1 年生の
段階で抑うつ症状は低いことが示されている。 
 第６章「学校ベースのユニバーサル抑うつ予防プログラムの媒介変数」は、研究Ⅳ・Ⅴ
のデータを用いて、プログラムを構成する社会的スキル訓練と認知再構成法のうち、どの
要素が効果を持ったのかを明らかにし、ユニバーサル抑うつ予防プログラムの作用メカニ
ズムを説明するために行われた研究である（研究Ⅵ）。対象は小学校 4 年生 40 名と介入群
となった小学校 6 年生 53 名である。一貫した分析を実施するために、LOCF（Last 
Observation Carried Forward）法による欠損値の補正を行った後、介入前から介入後に
かけての変化量を算出して、構造方程式モデリングによる分析が行われた。その結果、社
会的スキル訓練を構成する要素のうち「あたたかい言葉かけ」のセッションが抑うつ症状
の低減を引き起こしていること、また認知再構成法のうち「認知の誤り」「自己の否定」と
いうネガティブな認知の低減も、抑うつ症状の低減に影響することが示唆されている。 
第７章「総合考察」では、以上の研究結果をふまえて、総合的に考察を行うとともに、
学校ベースのユニバーサル抑うつ予防プログラムの適用に関する提言を行っている。抑う
つ症状をもつ子どもだけでなく、現時点では抑うつ症状をもたない子どもに対しても防止
の手だてをとる必要があり、すべての子どもを対象とするユニバーサル抑うつ予防プログ
ラムが有用であることを述べるとともに、より具体的には「あたたかい言葉かけ」スキル
セッションと認知再構成法のみに重点化した抑うつ予防プログラムが有効であると考えら
れ、今後は短期型・焦点型の新たな予防プログラムを実施し、その効果検証を行うことが
必要であると結論づけている。 
 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、個人的にも社会的にも重要な子どもの抑うつの問題を取りあげ、学校ベース
のユニバーサル抑うつ予防プログラムの効果を検証した 6 つの研究からなっている。抑う
つ予防プログラムについて、文献をレビューするだけでなく、メタ分析によって長期的予
防効果を検討している点、予防プログラムの実施や効果の検証に先立ち、「ユニバーサル」
プログラムの対象となる一般児童の抑うつ症状の発達的変化や社会的スキルと自動思考が
抑うつ症状に与える影響を検討している点は評価できる。また、予防プログラムの効果に
ついても、介入直後の効果だけでなく、進級や進学後の長期的予防効果を検討するととも
に、予防プログラムの作用メカニズムを説明する要因を検討している点も評価できる。一
部に問題点や今後の課題も見いだされるが、全体として学術的・実践的に価値ある知見を
提供していると考えられる。 
以下、本研究科が定める「博士論文審査基準（課程博士）」にしたがって、審査委員の
見解を記述する。 
(1) 問題意識が明確で、課題設定が適切であること 
 学校ベースのユニバーサル抑うつ予防プログラムの効果を検証するという問題意識は明
確であり、予防プログラムを構成するどの要素がより高い予防効果をもつのかを明らかに
していくという課題を設定し、一連の 6 つの研究を通して、これを解決しようとしている
点は適切であるといえる。 
(2) 国内外の先行研究を適切に検討、吟味していること 
国内外の先行研究を幅広く収集し、詳細に読み込むとともに、メタ分析によって検討を
行っており（研究Ⅰ）、抑うつとその予防プログラムに関して深い知見をもっている点は評
価できる。このことは、口頭試問および公聴会における質疑応答からも明らかである。 
(3) 研究目的に照らして研究・分析の方法が適切であること 
 全体として、研究目的に照らして適切な研究を計画して実施し、分析を行っていると判
断できる。特に、予防プログラムの実施に先立ち、小学校から中学校にかけて自然に生じ
る抑うつ症状の変化を明らかにしているが（研究Ⅱ）、先行研究のほとんどが横断的調査で
あるのに対し、縦断的調査によって結果を示している点は、国際的にみても貴重である。
また、認知行動的要因と抑うつ症状の予測関係についても、縦断的調査によって明らかし
ており（研究Ⅲ）、この点も評価に値する。認知行動的要因は直接的に操作の対象となる変
数であり、抑うつ症状への予測関係が実証的に示されることは、介入研究の前提として重
要であるが、丁寧に検証を行った先行研究はほとんど見あたらないのが現状である。 
一方、発達的変化や予防プログラムの効果を検証する際、抑うつを測定する尺度の選択
に関して心理計量学的な観点もふまえた説明が求められる。しかしながら、本研究におい
て抑うつの測定に DSRS や CDI を用いることの適切性について、本文中では明確な説明
はなされていない。また、潜在成長曲線モデルなど高度な分析手法を用いており、データ
分析面でチャレンジをしている点は評価できるものの、データ数が十分ではないなどの問
題もみられる。以上の点については、口頭試問における回答も必ずしも十分であるとはい
えず、今後の課題であるとも考えられる。 
 (4) 論文構成が的確で、論理展開に整合性、一貫性、説得性があること 
 全体として論文構成は的確である。また、課題設定にしたがって、適切な順序で研究を
積み重ねており、論理展開も概ね整合的であるといえる。しかしながら、介入研究に先立
って実施された発達的変化（研究Ⅱ）や抑うつ状態に与える認知行動的要因の検討（研究
Ⅲ）の結果と、介入研究から得られた結果とは、必ずしも一致していないが、この点につ
いて、一貫性・説得性のある考察が行われているとはいえない面がある。この問題点は、
データ数の制限や用いる尺度の問題とも関わっており、本論文の成果を大きく損なうもの
ではないが問題点として指摘し、今後に期待したい。 
 (5) 全体を通して社会的・学術的な独創性が認められること 
 「抑うつ予防プログラムは有効であるか」というリサーチクエスチョンに基づく子ども
の抑うつ予防研究は 2000 年代から 2010 年代にかけて大きく進展し、すでに予防プログラ
ムの有効性自体は確立されつつある。しかしながら、「抑うつ予防プログラムはなぜ、どの
ように有効なのか」という点はほとんど扱われていない。本論文は介入研究をさらに一歩
進め、ここに焦点を当てている点に意義があり、社会的・学術的な独創性が認められる。 
(6) 国内外の学会や社会に対して貢献が認められること 
 前項で述べたように、国内外の学会で扱われてこなかったリサーチクエスチョンを設定
し、実証的にひとつの解答をもたらしており、研究面でも抑うつ予防の実践面でも、貢献
が認められる。 
 
 以上のように、一部に問題点もみられるが、博士論文審査基準からみて、本論文は適切
であると判断される。よって、本論文は博士論文として価値あるものと認める。 
 
